
法 学 研 究 科 教 授 会 議 事 要 旨 

 

 

日 時  令和５年１０月１２日（木）１５時２４分～１７時０５分 

場 所  法経研究棟 大会議室（４階） 

出席者  ４７名（定足数３５名） 

 

議     事 

 

【 協議事項 】 

１．教授の選考について 

研究科長から、資料（業績調書）に基づき、教授候補者について、選考に係る審査を開始する旨の

提案があった後、投票を実施し、有効投票の過半数をもって、審査を開始することについて決定した。 

また、審査委員選出に係る投票を実施し、有効投票の過半数の票を得た３名の教員を審査委員に選

出した。 

２．教授の審査報告と地位決定について 

研究科長から、候補者について説明があり、引き続き、審査委員から資料に基づき、審査結果の報

告があった後、投票を行い、有効投票の３分の２以上の多数をもって、同人を教授として採用するこ

とを決定した。 

３．准教授の審査報告と地位決定について 

研究科長から、候補者について説明があり、引き続き、審査委員から資料に基づき、審査結果の報

告があった後、投票を行い、有効投票の３分の２以上の多数をもって、同人を准教授として採用する

ことを決定した。 

 ４．２０２３年度人事計画の修正について 

人事委員会委員長から、２０２３年度人事計画の修正について、資料に基づき説明があり、協議の

結果、承認した。 

５．２０２４年度博士前期課程入学試験に係る合格者判定について 

   教務委員会委員長から、２０２４年度博士前期課程入学試験に係る合格者判定について、資料に基

づき説明があり、協議の結果、承認した。 

６．優秀な私費外国人留学生に対する授業料免除判定について 

   教務委員会委員長から、優秀な私費外国人留学生に対する授業料免除判定について、資料に基づき

説明があり、協議の結果、承認した。 

７．２０２４年度法学研究科博士後期課程学生募集要項について 

   教務委員会委員長から、２０２４年度法学研究科博士後期課程学生募集要項について、資料に基づ

き説明があり、協議の結果、承認した。 

８．２０２４年度博士前期課程（総合法政プログラム）学生第２次募集要項について 

   教務委員会委員長から、２０２４年度博士前期課程（総合法政プログラム）学生第２次募集要項に

ついて、資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

９．２０２４年度博士前期課程（知的財産法プログラム）学生第２次募集要項について 

   教務委員会委員長から、２０２４年度博士前期課程（知的財産法プログラム）学生第２次募集要項

について、資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

10．２０２４年度春～夏学期法学研究科博士前期課程科目等履修生募集要項について 

   教務委員会委員長から、２０２４年度春～夏学期法学研究科博士前期課程科目等履修生募集要項に

ついて、資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

11．２０２４年度博士前期課程転研究科学生に係る出願要項の作成について 

   教務委員会委員長から、２０２４年度博士前期課程転研究科学生に係る出願要項の作成について、

資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 



12．転研究科試験の廃止について 

   教務委員会委員長から、転研究科試験の廃止について、資料に基づき説明があり、協議の結果、承

認した。 

 

【 報告事項 】 

１．部局長会議（９／１３） 

２．教育研究評議会（９／１３） 

３．教育課程委員会（９／８） 

４．国際交流委員会（９／２６） 

５．法学研究科運営委員会（１０／５） 

６．教務委員会（９／２８） 

教務委員会委員長から、９月２８日に開催された同委員会の以下の検討事項について、資料に基づ

き報告があった。 

・２０２３年度３月期博士前期課程修了に係る修士論文提出日程等について 

・２０２３年度３月期博士後期課程修了に係る博士論文等の提出手続きについて 

・２０２３年度９月大学院等高度副・副専攻プログラムの修了判定について 

・知的財産法プログラム特別コースＢＰ修了要件単位数の確認について 

・２０２４年度博士前期課程学生の所属プログラム変更について 

・研究科版及び学位プログラム版の教育目標及び各ポリシー等の確認について 

・「高度教養モジュール（仮称）」の導入に関する意見照会について 

 ７．資料室における外国雑誌購読について 

    資料室長から、資料室における外国雑誌購読の中止（打切り）等について、資料に基づき報告があ

った。 

８．広報誌「ＳＴＯＰ！研究費不正！」第４２号の発行について 

研究科長から、広報誌「ＳＴＯＰ！研究費不正！」第４２号の発行について、資料に基づき報告が

あった。 

９．その他 

（１）教員の海外渡航について 

 

 

 

 


